
１．国立市における地球温暖化対策等への取組・方針

コーポレートPPA事業の導入検討について

コーポレートPPAサウンディング調査

P.1

〇 国立市域地球温暖化対策アクションプラン （令和元年５月）

〇 第５期国立市役所地球温暖化対策実行計画 （令和３年２月）

・ 公共建築物省エネ対策事業の検討
・ 公共建築物への再生可能エネルギーの積極的導入促進

〇 国立市公共建築物環境配慮整備指針 （令和３年２月）

２．創エネ設備（太陽光発電設備等）の設置にあたっての主な懸念事項

〇 コストメリット → 設置・管理費に対する発電量（電気料金）の効果

〇 維持管理 → 定期的な保守点検等が必要（発電量確保のため）

〇 処分、更新 → 処分費の見込み、将来に渡り継続して更新設置していくか不明瞭

課題解決の１つの手段として「コーポレートPPA」を検討する

【 資 料 No.１ 】

市HP：温暖化対策関連ページ

https://www.city.kunitachi.tokyo.jp/machi/town12/town13/ondankataisaku/index.html

ホーム ＞ まちづくり ＞ 住まいと環境 ＞ 温暖化対策・公害 ＞ 温暖化対策



国立市 発電事業者

電力供給事業者

・ 発電設備の設置（許可申請）
・ 買電料金の請求（発電量＝買電量）

・ 発電設備の設置許可
・ 買電料金の支払い（発電量＝買電量）

・ 発電設備の設置
・ 発電設備の維持、管理

不足電力の供給
（通常の電力売買）

・ 発電エネルギー
使用箇所の選定

メリット デメリット 確認、検討課題・注意点

・発電設備にかかる費用が不要
・点検等、維持管理の負担が無い
・発電できない場合は通常の電力購入が
可能なため、電力確保は確実
・発電量＜想定発電量の場合に対する
リスク回避
・（行政財産使用料の歳入確保）

・設備の所有権がない
→ 施設の修繕等は慎重に計画する必
要がある

→ 勝手な変更等は出来ない
（行為の制約がある）

・長期契約が原則である

・契約期間終了後の撤去を明確にしておく
・契約単価の確認（現状の買電価格と比較）
・契約単価が契約期間中、固定されるか確認
・他の工事と発電設備設置工事の調整
・補助金を含めたコストメリットの精査
→ 想定発電量の確認
→ 補助条件の確認
・発電設備に掛かる維持管理費の確認
・太陽光パネルの劣化による発電効率の低減
・蓄電池の設置等、事業者からの提案の可能性

P.2

３．現在イメージしている事業スキーム（オンサイト型）

４．導入にあたっての主なメリット、デメリットと留意点



例）屋上で発電した電力を校舎棟または、
体育館棟で使用する。

太陽光発電設備
（太陽光パネル）

〇 所有権者 → 発電事業者

〇 維持管理 → 発電事業者が実施

〇 設置期間 → 10～20年程度

〇 契約期間後 → 譲渡もしくは撤去
（契約条件に明記）

（契約期間）

新・国立第二小学校イメージ

P.3

５．新・国立第二小学校における設置イメージ

国立市役所屋上に設置の太陽光発電設備

校舎棟

体育館棟

※ 建物の概要は【資料No.2】をご確認ください



P.4

➀設置 ②設備更新（想定） ➂保守点検費 ➃処分

設置工事費 【５年ごと】
計測装置交換
【10年ごと】
パワーコンディショナー交換費

【毎年または2年ごと】
清掃委託費
（必要に応じて）
機器点検、修繕費

撤去・処分費

Ａ）自家消費による買電量削減 Ｂ）創エネによるCo2削減 Ｃ）災害時の電力確保

保守点検（清掃、機能維持）の実施と比較的天候が良好であることが条件

費用対効果の比較

補助金の活用？

≪ 期待する効果 ≫

➀～➃に係る職員の事務等

・発注事務（見積徴収など含む）
・管理、検査、点検立会 など

ˑ

4Ὦ 642 636 99% 656 103% 102%

5Ὦ 608 646 106% 587 91% 97%

6Ὦ 515 475 92% 481 101% 93%

7Ὦ 627 389 62% 304 78% 48%

8Ὦ 609 555 91% 662 119% 109%

9Ὦ 372 497 134% 398 80% 107%

10Ὦ 496 376 76% 400 106% 81%

11Ὦ 459 510 111% 491 96% 107%

12Ὦ 443 417 94% 494 118% 112%

1Ὦ 633 455 72% 528 116% 83%

2Ὦ 473 597 126% 668 112% 141%

3Ὦ 608 589 97% 601 102% 99%

›ὓ 6485 6142 95% 6270 102% 97%

R1
H30

R2

６．想定される必要な費用と費用対効果の比較

（参考）国立市役所における太陽光発電の実績

https://www.city.kunitachi.tokyo.jp/machi/town12/town13/ondankataisaku/1465447569394.html

市HP：
庁舎太陽光発電関連ページ

（左表）参考：平成３０年度～令和２年度における発電量

ホーム ＞ まちづくり ＞ 住まいと環境 ＞ 温暖化対策・公害 ＞ 温暖化対策 ＞ 市庁舎太陽光発電


